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生物多様性分野におけるSDGｓの取組について 

 

動向・潮流・環境省の施策等 

環境省自然環境局自然環境計画課 

生物多様性主流化室長 長田 啓 

2018年3月15日第6回SDGsステークホルダーズミーティング 

資料5 
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●種内（遺伝）の多様性 

森林 

河川 

サンゴ礁 干潟 

草原 

など 

●種（種間）の多様性 

湿原 

 

地球上の推定生物種数 

500万～3000万種 
 

（IUCN 2008 レッドリスト 
 公表時資料による） 

●生態系の多様性 

   生物多様性とは？ -３つの多様性- 

 （例）アサリの貝殻 

  貝殻の色や模様 
   は千差万別 

サンゴ礁 湿原 森林 

オニイトマキエイ カタクリ ツシマヤマネコ 

アサリ 

  地域に固有の自然があり、それぞれに特有のいきものがいること
そして、それぞれがつながっていること 

 （例）サクラソウ 
  遺伝的に複数の 
  地域集団が存在 

サクラソウ 
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●豊かな生活を支える物質（食糧、住居、衣料など） 

●健康（清浄な大気や水、健全な自然環境など） 

●安全（防災、資源供給など） 他 

■生態系が提供してくれる｢４つのサービス｣ ～生態系サービス～ 

■生態系サービスから受ける人間の福利 

人
類
生
存
の
基
盤 

供給サービス 

食糧、水、木材、 

繊維、燃料 など 

調整サービス 

気候調整、水質 
保全、病害虫抑制、 
防災・減災  など 

文化的サービス 

精神的充足、美的楽
しみ、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、教
育的効果 など 

基盤サービス 

光合成（酸素と有
機物の生成）、土壌
形成 など 

国連「ミレニアム生態系評価」から作成 

生物多様性による恵み（生態系サービス）  
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わが国の「生物多様性の４つの危機」 

人手によって維持されてきた里地
里山の管理不足、鳥獣による被害
の深刻化 

３ 人間により持ち込ま
れたものによる危機 
外来種、化学物質など人間により
外部から持ち込まれたものによる
影響 

地球温暖化、巨大台風の頻度の
増加などの気候変動など地球環
境の変化による影響 

森林伐採、乱獲など人が引き起こ
す負の要因による影響 

① 開発など人間活動  
による危機 

② 自然に対する働き
かけの縮小による危機 

４ 地球環境の変化に
よる危機 

ブルーギル 出典：藤沢市 

放置竹林 出典：京都市 林地開発 出典：岡山県 
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2010.10.11～29 

ＣＯＰ１０／ＭＯＰ５ 

（愛知県名古屋市） 

日本の 
市民セクターからの発案 

日本政府の提案により
国連総会への勧告を 
ＣＯＰ１０で決議 

2010.12 
国連総会において 
2011～2020年を「国連生物多様性の10年」と決定 
愛知目標の達成に貢献するため、国際社会の 
あらゆるセクターが連携して生物多様性の問題に 
取組む期間 

愛知目標 

2050年までの長期目標「自然と共生する世界の実現」 
2020年までの短期目標「生物多様性の損失を止めるために、 
効果的かつ緊急な行動を実施」及び20の個別目標 

2020年までは国連生物多様性の10年 
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【長期目標】 自然と共生する世界 （2050年まで） 

【短期目標】 
生物多様性の損失を止めるため 

効果的かつ緊急の行動を実施 （2020年まで） 

２０の個別目標（愛知目標） 

Impact/Benefit（悪影響/恩恵） 
戦略目標Ｄ．生物多様性及び生態系
サービスからの恩恵の強化 

Response（対策・政策） 
戦略目標Ｅ．参加型計画立案、知識
管理と能力開発を通じて実施を強化 

Pressure（圧力） 
戦略目標Ｂ．直接的な圧力の
減少、持続可能な利用の促進 

Driver（根本的原因） 
戦略目標Ａ．生物多様性を主流化し、
生物多様性の損失の根本原因に対処。 

State（状態） 
戦略目標Ｃ．生態系、種及び遺
伝子の多様性を守り生物多様性
の状況を改善 

戦略計画2011-2020（愛知目標）  

5 
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目標１：生物多様性の価値と行動の認識 
目標２：生物多様性の価値を国・地方の計画に

統合、国家勘定・報告制度に組込 
目標３：有害な補助金の廃止・改革、正の奨励

措置の策定・適用 
目標４：持続可能な生産・消費計画の実施 
 
 
 
 
目標５：森林を含む自然生息地の損失を半減→

ゼロへ、劣化・分断を 顕著に減少 
目標６：水産資源が持続的に漁獲 
目標７：農業・養殖業・林業が持続可能に管理 
目標８：汚染を有害でない水準へ 
目標９：侵略的外来種の制御・根絶 
目標10：脆弱な生態系への悪影響の最小化。 

 
 
 
目標11：陸域の17%、海域の10%を 
              保護地域等へ 
目標12：絶滅危惧種の絶滅・減少が防止 
目標13：作物・家畜の遺伝子の多様性の 
              維持・損失の最小化 
 
 
 
目標14：自然の恵みの提供・回復・保全 
目標15：劣化した生態系の15%以上の回復

を通じ気候変動緩和・適応に貢献 
目標16：ABSに関する名古屋議定書の 
      施行・運用 
 
 
 
 
目標17：国家戦略の策定・実施 
目標18：伝統的知識の尊重・主流化 
目標19：関連知識・科学技術の改善 
目標20：資金資源を顕著に増加 

戦略目標Ａ．生物多様性を主流化し、生物多
様性の損失の根本原因に対処 

戦略目標Ｂ．直接的な圧力の減少、持続可能
な利用の促進 

戦略目標Ｃ．生態系、種及び遺伝子の多様性
を守り生物多様性の状況を改善 

戦略目標Ｄ．生物多様性及び生態系サービス
からの恩恵の強化 

戦略目標Ｅ．参加型計画立案、知識管理と 
       能力開発を通じて実施を強化 

戦略計画2011-2020（愛知目標）  
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2011.9.1 

愛知目標の達成に向けた各セクターの参加と連携による具体的な行動を 
推進することを目標に「国連生物多様性の10年日本委員会」 (UNDB-J) を設立し、
生物多様性の主流化を目指す 

国連生物多様性の１０年 
日本委員会 

The Japan Committee for UNDB 

国・政府 

National government 
学識経験者 

Academic experts 

経済界 
Business community 

文化人等 
Cultural figures,others 

自治体 

Local governments 

NGO/NPO・ユース 
NGOs/NPOs,Youth 

国民  Citizens 

委員長：経団連・榊原定征 会長 

国連生物多様性の10年日本委員会 
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委員会が推奨する 
連携事業の認定 

愛知目標に貢献
する取組を登録す
る「にじゅうまるプ
ロジェクト」等の中
から、委員会が推
奨する連携事業を
認定 

意見・情報の交換 

COP12やリオ +20
など様々な 
機会を活用して 
UNDB-Jの活動を
国際社会に発信 

普及啓発に資する 
推薦図書等の選定 

生物多様性の理解や普及
啓発、環境学習にも資す
る図書、映像・音楽、各種
グッズ等を推薦ツールとし
て選定 

MY行動宣言５つのアクション
生物多様性アクション大賞 

生物多様性のためにで
きる身近な行動を宣言す
る「ＭＹ行動宣言５つの
アクション」の普及と、こ
れに即した活動を地域
から掘り起して表彰 

 全国の多様なセクターによる 
 情報交換を実施 

 地域のさまざまな活動の紹介、 
 意見交換を実施 

生物多様性全国ミーティング 生物多様性地域フォーラム 国際社会への情報発信 

国連生物多様性の１０年日本委員会の活動 

今年度から、環境大臣賞、農
林水産大臣賞、SDGｓ賞を新設 
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2010 

2012 

2014 

2015 

2016 

2020 

2018 

2021 

COP10（日本） 愛知目標 

COP11（インド） 

SDGｓ   

リオ
＋２０ 

達成状況の評価 

中間評価 

第５回国別報告書の提出 
（２０１４／３／３１） 

COP12（韓国） 

IPBESの設立 

生物多様性に関する国際的な議論 

COP13（メキシコ） 

COP14（エジプト） 

（次期目標の議論） 

COP15（中国） 

（次期目標の採択） 

次期国家戦略の策定 

2011 

（会議テーマ） 

生物多様性保全の主流化及び
福利のための生物多様性の 
持続可能な利用 

国内施策 

第６回国別報告書の提出 
（２０１８／１２月） 

生物多様性 
国家戦略 
2012-2020 

次期目標の検討 

達成状況の点検 

第
五
次 

第
四
次
環
境
基
本
計
画 

生物多様性条約 
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COP13 

COP14 

（2016.12）
 

（2018.11） 

SBSTTA21 

SBI2 

（2017.12）
 

（2018.7） 

COP12 （2014.10） 

SBSTTA20
・SBI1 

「生物多様性の主流化」は、一般に、生物多様性及び生物多様性が提供する諸サービスが適
切かつ十分に生物多様性に影響を与える政策や行為に組み込まれることを確保することとし
て理解されている。（COP13ハイレベルセグメント） 

農林水産観光業における主流化 

エネルギー分野、鉱業、インフラ分野、製造業
、加工業及び健康分野における主流化 

（2016.5）
 （COP14においてエネルギー分野、鉱業、インフラ分野
、製造業、加工業及び健康分野の主流化を検討すること
を決定） 

（COP13で取り上げるべき課題として「農林水産分
野を含むセクター間の生物多様性の主流化と統合
により国の実施する戦略的行動」が挙げられる） 

生物多様性に関する主流化の議論の流れ 
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１.ＳＤＧｓの考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化。 
 

 ○ 環境政策を契機に、あらゆる観点からイノベーションを創出 
   →経済、地域、国際などに関する諸課題の同時解決を図る。 
   →将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていく。 
 

２.地域資源を持続可能な形で最大限活用し、経済・社会活動をも向上。 
 

 ○ 地方部の維持・発展にもフォーカス → 環境で地方を元気に！ 
 

３.より幅広い関係者と連携。 
 

 ○ 幅広い関係者とのパートナーシップを充実・強化 
   

本計画のアプローチ 

１.「地域循環共生圏」の創造。 
 
 

２.「世界の範となる日本」の確立。 
 

 ※ ① 公害を克服した歴史 
   ② 優れた環境技術 
   ③「もったいない」など循環の精神や 
    自然と共生する伝統 
  を有する我が国だからこそできることがある。 
 
 

３.これらを通じた、持続可能な循環共生型
の社会（「環境・生命文明社会」）の実現。 

目指すべき社会の姿 

○各地域がその特性を生かした強みを発揮 
 →地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成 
 →地域の特性に応じて補完し、支え合う 

地域循環共生圏 

第五次環境基本計画の基本的方向性 
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愛知目標とSDGs 

SDGsのゴール14（海
洋）、ゴール15（生態
系・森林）の中には、
愛知目標から引用され
たターゲットが多数存在
する 

愛知目標の達成が、 
SDGsの達成に貢献する 

13 



14 SDGs推進本部会議資料 



15 SDGs推進本部会議資料 
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企業を取り巻く生物多様性に関する動向は大きく変化 

・愛知目標の採択（2010年）   ・ESG投資の拡大        
・SDGｓの採択（2015年）     ・自然資本の考え方の急速な普及 
・ISO14001の改訂（2015年）                      

SDGs "wedding cake" illustration presented 

 by Johan Rockström and Pavan Sukhdev (株)インターリスク総研より資料提供 
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事業者向けのガイドラインを8年ぶりに改訂 

生物多様性民間参画ガイドライン（第2版） 平成29年12月改訂 

http://www.biodic.go.jp/biodiversity/private_participation/
guideline/BDGL2_ja.pdf 

構成 
 

■要約  

   経営者向けのエグゼグティブサマリー 
 

■序論 
   ガイドラインの目的、対象、構成等 
 

■第1編 事業活動と生物多様性 
 

■第2編 基本的な考え方 
 

■第3編 事業者共通の取組 
 

■第4編 事業活動ごとの取組 
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ポイント① 事業者に生じうるリスクとチャンス 

区分 リスク チャンス 
操業関連 生物資源の減少による、原材

料の不足又は原材料調達コ
ストの増大、生産量・生産性
の低下、業務の中断 

生物資源の持続可能な使用
や使用量の削減策による、生
物資源の減少等の影響を受け
にくい生産プロセスの構築 

世評関連 生物多様性への悪影響の顕
在化によるブランドイメージの
低下 

生物多様性への配慮を明示す
ることによる、ブランドイメージ
の向上、消費者へのアピール
や同業他社との差別化 

市場・ 

製品関連 
公共部門や民間部門におけ
るグリーン調達の推進による
顧客の減少 

生物多様性品質の劣位によ
る製品・サービスの市場競争
力の低下 

生物多様性に配慮した新製品
やサービス、認証製品等の市
場の開拓 

生物多様性の保全と持続可能
な利用を促進する新技術や製
品等の開発 

事業者に関する生物多様性の最近の動向を踏まえた、 
事業者に生じうるリスクとチャンスの例 
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ポイント② 企業活動が生物多様性に及ぼす影響と貢献 

「生物多様性ハンドブック」（2009 JBIB）を参考に一部加筆 



20 

ポイント③ 取組にあたっての基本的な考え方 

 【３つの基本原則】 
１．生物多様性に及ぼす影響の回避・最小化と保全に資する
事業活動の拡大 

 

２．予防原則に則った予防的な取組と順応的な取組  
 

３．長期的な観点 

 【７つの考慮すべき視点】 

１．事業者の特性・規模等に応じた取組 
２．サプライチェーン及びバリューチェーンの考慮 
３．多様なステークホルダーとの連携と配慮 
４．課題に対する統合的アプローチ 
５．目標設定と進捗管理 
６．社会貢献 
７．情報発信・公開 
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ポイント④ 業種ごとの事業活動と生物多様性の関係2 

上流側へのインパクト
の連鎖

その他投入

アウトプット

インプット

水循環系の変化

連続性の分断

温室効果ガスの排出による
温暖化による危機の加速

鳥類などの餌場の消失(乾田)

農地

水管理

農薬の投入

肥料の施用

農地整備

農薬

肥料

水利用

水資源

米

農薬などによる影響

営農・生長管理

燃料・エネルギーの利用

土地利用

栄養塩などによる水質汚濁

農薬生産段階での影
響

化学肥料生産段階で
の影響

堆肥生産段階での影
響

種苗

苗の導入

苗生産段階での影響

花粉媒介者の導入

受粉作業

地域外の生物の導入･拡散

土地利用による生息地の改変

農作物

同流域他地域への影
響

耕作放棄による里山的環境の変化

意図せぬ副産物など

廃棄物

生産段階（電気・ガ
スなど）での影響

生物生息地の変化

下流側へのインパクト
の連鎖

消費者など利用段階
での影響

次段階産業（食品製
造など）での影響

廃棄物の処理

⑥研究・ 開発
→p .7 2

⑤販売
→p .6 9

③生産・ 加工
→p .6 5

⑧土地利用・ 開発 →p .7 7

⑦輸送
→p .7 5

①原材料調達
→p .5 6

②生物資源の利用
→p .6 1

②

⑦

背景図は、業種ごとの事業活動におけるインプット・アウトプット等から生物
多様性に与える影響を例示

 事業の流れは「 」で表現し、中心的な事業活動は図の中心に位置

 事業活動の外側に与える影響の内容を配置

 特に中心的な事業活動の上流側・下流側でもインパクト（負の影響、
貢献）が生じることに留意が必要（赤枠）

 事業活動の各段階において、配慮すべき内容を「事業活動ごとの取
組」別に枠囲い

 吹き出しには「事業活動ごとの取組」の名称と、具体的なヒントや事例
の掲載ページを記載

農業（稲作・畑作）における事業活動と生物多様性の関係の例 

※模式図は便宜的に整理しており、全てこの図のとおりではない 
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地域の保全活動の促進に向けて 
生物多様性地域連携保全活動の促進に関する検討会報告（2017年12月）から 

事業者との連携強化 

○寄付等による直接的支援 

○経営や活動資源の獲得ノウハウ  

 の提供 
 

他の分野との連携強化 

教育、温暖化対策、緑地保全、都市計画
、観光、交通、福祉・・ 

SDGｓの達成にも貢献 

課題を踏まえた基本的方向性 
 １．各主体の特性を踏まえた連携性の向上 
 ２．活動の持続性・継続性の向上 
 ３．地域の資源管理や活性化等への貢献 

・地域資源のブランド化 
・エコツーリズム 

資金獲得手段の実装 
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生物多様性国家戦略2012-2020の達成に向けて加速する施策 

○国民理解の増進、事業者の意識・取組の向上 
○自然環境及び生物多様性に関する基礎情報の収集 

１．生物多様性の主流化に向けた取組の強化 

２．生物多様性保全と持続可能な利用の観点から 
      見た国土の保全管理と生態系サービスの利用 

○生態系ネットワークの形成／地域循環圏・自然共生
圏の構築 

○気候変動の影響への適応、地域づくりへの生態系の
機能の活用等 

○農林水産分野の生物多様性保全に資する取組 
○名古屋議定書の締結と国内措置の実施 

３．野生生物の保護管理と外来種対策の加速 

○鳥獣の保護管理  ○希少種対策  ○外来種対策 

2020：国別目
標達成と生物多
様性の損失抑止 
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2020年以降の目標の検討 

• SDGsの達成年は2030年であるが、愛知目標由来のターゲットは
2020年が達成年になっている（←愛知目標達成期限を先延ばしにし
ないため） 

 

 

• 2021年から2030年まで、SDGsの生物多様性分野のターゲットに空
白期間が生じる 

•この空白期間を、生物多様性条約の次期（2021-2030）戦略計
画（ポスト愛知目標）が埋めることが期待される 

愛知目標達成のための実施追い込み
とともに、ポスト愛知目標の検討も 


